
























をもとに行われた。 1日目の内容は、Marin Schmidt-Kessel” Die Richtlinien über 
Digitale Inhalte-Vertragstypen und Verantwortung für Mangel-“、藤原正則訳「デジ
タルコンテンツに関する（EU）指令―契約類型と瑕疵に関する責任―」、宮下
修一「『デジタルコンテンツに関する（EU）指令―契約類型と瑕疵に関する責
任―』に関するコメント」であり、 2 日目の内容は、Martin Schmidt-Kessel 
und Anna Grimm” Unentgeltlich oder Entgeltlich? - der vertragliche Austausch von 





























































（ 2）　Communication from the Commission to the European Parliament, the Council, the European Economic 
and Social Committee and the Committee of the Regions - A Digital Single Market Strategy for Europe, 


























（ 4）　Proposal for a Directive of the European Parliament and of the Council on certain aspects concerning 
contracts for the supply of digital content, COM （2015） 634 final. 邦語訳として、カライスコス・アン
トニオス＝寺川永＝馬場圭太「デジタル・コンテンツ供給契約の一定の側面に関する欧州議会及
び理事会指令提案」関西大学法学論集66巻 2号367頁（2016年）。
（ 5）　Proposal for a Directive of the European Parliament and of the Council on certain aspects concerning 
























































（ 6）　公刊された主なものについては、第 1日目の講演録の注 6）にあげられている。Martin Schmidt-




























































（10）　Thesen der Gutachter und Referenten, S. 5 ff. http://www.djt.de/fileadmin/downloads/71/71_Thesen_
web.pdf




















































































て、消費者に対し、消費者が注文する直前に、民法典施行法第246a条パラグラフ 1第 1項第 1


















































































































































































是正のための期間の定め及び催告を省略できることについては、第323条第 2項第 1号及び第 2
号の規定を準用する。是正のための期間の定め及び催告は、双方の利益を衡量した上で、直ちに
解約をすることを正当化する特別の事情が存在するときにも省略することができる。
　　第 3項 権利者は、解約の理由を知った後、適切な期間内に限り、解約を行うことができる。
　　第 4項 損害賠償を請求する権利は、解約によって排除されない。」
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　　25．補充的サービス給付：否決
　　26．立法者は、B 2 Bの領域における普通取引約款規制に関する第69回
法曹大会の議決を採用し、実施すべきである。（ミュラー提案）
B．デジタルコンテンツの保護
　　27．既存の債務関係の領域においては、デジタルコンテンツの特別な法
的保護は必要ない。
　　28．不法行為法上の保護
　　　a）不法行為法において、デジタルコンテンツの保護に関しドイツ
民法823条 1項を補充する必要はない。「個人情報を所有する権利」
は同条同項の意味での「その他の権利」とみなすべきではない。
　　　b）とりわけ、個人情報の紛失または修正により損害を受ける者が
所有も占有もしていない記憶媒体に記録され保管されたデジタルコ
ンテンツを保護に関しては、ドイツ民法823条 2項に関し過失によ
る侵害の責任をもたらすドイツ刑法303a条の方法による保護法を
制定すべきである。
C．ライセンス契約としてのデジタルコンテンツに関する契約
　　29．ライセンス契約を、売買、用益賃貸借、請負契約あるいは類似する
他の契約のような債務法上の義務水準に、一般的かつ内容的に分類す
ることは、ライセンス契約の多様性、契約自由および知的財産法上の
方式自由に反する理由から除外される。
　　30．否決
　　31．デジタルコンテンツに関するライセンス契約の包括的な民法上の規
定は必要ない。その代わりに、個々の特別法において幅広い規定を制
定する必要がある。
　　32．権利の割当て（著作権、データ保護）と給付の交換（契約法）の機
能分離は、デジタルコンテンツにとっても重要である。給付の交換は
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民法典に規定すべきである。
　　33．否決
　以上のように、ドイツ法曹大会での議論は、前述のデジタルコンテンツ指令
提案を意識したものとなっている。内容的には本シンポジウムの両日の報告と
関連するところも多く、今後ドイツにおいてどのような議論が展開されるのか
が注目される。
おわりに
　EUのウェブサイトによれば、デジタルコンテンツ指令提案は、2015年12月
の公表後もなお議論が行われているようである。とりわけ、適用範囲について
の定めである第 3条 6項、そして継続的契約関係を解消する権利についての定
めである第16条について（27）は、2017年 4月11日付で加盟国から意見書が提出さ
れている（28）。また、2017年 6月 8日、EUの理事会は、本指令の適用範囲、不
履行および適合性の欠如に対する救済手段、供給者の責任期間制限、証明責任
の転換の期限についての委員会の立場を採択した（29）。
　今後、本指令提案が、指令となり、EU各国においてどのように国内法化さ
れるかについては現時点では定かではないが、とりわけドイツにおいてどのよ
うに収斂されていくのかは興味深い。
　技術の発展は、新しい供給と利用、対価関係を生み出し、既存の契約類型や
法規範はそれらとの整合性の適否に直面している。また、技術の発展は既存の
枠組みを超え、一つの国内にとどまらない理論枠組み構築の必要性を投げかけ
ている。わが国の契約法規範がどのように形成されるべきかについては、もち
（27）　両規定の邦語訳については、アントニオス＝寺川＝馬場・前掲注 4）を参照されたい。
（28）　http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CONSIL:ST_8229_2017_INIT&from=EN
（29）　http://m.european-council.europa.eu/en/press/press-releases/2017/06/08/contracts-for-digital-content-
supply/
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ろんわが国の契約の実態に即して考えるべきではあるが、と同時に、いま目の
前で発生している同じ社会現象を他の国々がどのように解決するのかは十分参
考に値するだろう。本シンポジウムおよび本誌掲載の緒論稿が、デジタルコン
テンツ契約研究に関する基礎資料となることを望み、また、筆者もさらに研究
を続けることを期し、むすびと代えたい。
本稿は、平成28年度東洋大学井上円了研究助成（海外協定）テーマ『デジタル社会における
契約当事者としての「人」と「法」』（研究代表者：芦野訓和）にもとづくものである。
―あしの　のりかず・東洋大学法学部教授―
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